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資料番号①は、21ページ５（１）と同じ 

 

資料番号① 



静渓ポンプ場 高圧噴射撹拌工法の有効径の検討過程（改良径） 

①基礎工について 

・地盤改良工法の中から、高圧噴射撹拌工法（N-Jet 工法）を採用した。 

・設計・積算は、N-Jet 工法（N1 ジェット工法）の技術・積算資料を参考とした。 

→【別添 P5 2.3 地盤条件と標準有効径 表 2-2(注 1)】 

②当初設計 

・改良範囲の土質が N 値 3 以下の粘性土のため、標準有効径φ3500 として設計した。 

③追加ボーリング調査後 

・改良範囲の土質に砂礫土が含まれることから、有効径の 90％のφ3150 に変更した。 

④変更設計 

・有効径φ3150 として設計変更後の資料を作成し、受注者が照査を行った結果、地盤改良時に施工

済となる仮設構台支持杭（H 形鋼）を考慮した改良円の配置になっていないため、未改良部分が

できるとの指摘を受けた。（当初設計から考慮されていない） 

⑤未改良部分の解消方法の検討 

・下記の案が考えられた。なお、改良円の配置・配列については、順序良く均等にすることで改良

効果が得られるものであり、ランダムな配置および施工は行わない。 

⑴H 鋼杭を減らす、または杭の配置を変更する 

⑵φ3150 に加え、未改良部分に径を小さくした改良体を追加する 

⑶より確実に未改良部分の解消および止水効果を得るため、有効径を小さくする 

⑥検討結果 

⑴仮設構台の杭位置は、躯体の壁やゲート位置等を考慮し、かつ施工順序も踏まえて決定したも

のであり、本数を減らすことや配置を変更することは無理である。 

⑵机上では作成可能だが、実際に施工する場合、改良体に囲まれた中をさらに改良することは、

一部既改良部分を壊しながらの噴射施工となり、均一な改良および施工管理が難しい。 

⑶上記①②を考慮し、有効径を小さくし均等に配置することを検討した結果、φ2500 であれば課

題を解決できる。 

⑦採用有効径の決定 

・上記より、躯体を施工するにあたり、基礎の止水および強度確保が重要となることから、③の有

効径φ2500 を採用することとした。 
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2.3 地盤条件と標準有効径 

 
標準有効径は、対象地盤の土質により異なり、一般的には対象地盤の N 値を基に標準値を定

める場合が多い。地盤条件と標準有効径の範囲を以下に示す。 

 

表 2-2 地盤条件と標準有効径の範囲 

工 法 名 

標 

準 

有 

効 

径 

土質及び N 値 標準有効径（m） 

N1 ジェット 

工 法 

砂質土 粘性土 砂礫土 円形（直径）（注 2） 

N≦50 N≦3 

（注 1） 

2.0 2.3 2.5 2.8 3.0 3.3 3.5 

50＜N≦100 3＜N≦5 1.8 2.1 2.3 2.5 2.7 3.0 3.2 

100＜N≦150 5＜N≦7 1.6 1.9 2.0 2.3 2.4 2.7 2.8 

150＜N≦200 7＜N≦9 1.3 1.5 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 

（注１）砂礫土においては、原則として試験施工を行い有効径を確認する。設計段階での有効径は、

砂質土の 90％とする。 

（注２）単位噴射量および造成噴射時間を変えることにより、標準有効径を設定する。 

※上記以外の対象地盤における有効径は、現地地盤での事前試験施工により確認することとする。 

※粘着力が 50kN/m2 程度以上の場合は、所定の有効径が確保できない場合があるので、早期に有効

径を確認する。 

※粘着力が 50kN/m²程度以上の場合は、先行水切削（プレジェット）を併用し、その引上げ時間は

造成時の引上げ時間の半分とする。 

※30m を超える深度の施工については、表 2-2 の有効径の 90％とし少数第二位を繰り上げるものと

する。 

 

 

2.4 設計基準強度 

 
設計基準強度は使用硬化材と対象地盤の土質により異なる。目安は以下の通りである。 

 

表 2-3 設計基準強度 

硬化材名 タイプ 土質 
設計強度 qu 

（MN/m2） 

粘着力 c 

（MN/m2） 
その他 

Ｎ－Ｓ 標準タイプ 

砂質土 3.0 0.5～0.75 
付着力ｆ 

1/3ｃ（MN/m2） 

 

引張強度σt 

2/3ｃ（MN/m2） 

粘性土 1.0 0.3～0.5 

Ｎ－Ｃ 
高粘着力 

粘性土タイプ 

砂質土 3.0 0.5～0.75 

粘性土 1.0 0.3～0.5 

（注 1）特殊土の強度は、原則として事前配合試験にて確認するものとする。 

（注 2）砂礫土は砂質土に準ずる。 

（注 3）設計強度は 4 週強度を示すものである。 
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静渓ポンプ場 高圧噴射撹拌工法の有効径の検討過程（改良径） 

①基礎工について 

・地盤改良工法の中から、高圧噴射撹拌工法（N-Jet 工法）を採用した。 

・設計・積算は、N-Jet 工法（N1 ジェット工法）の技術・積算資料を参考とした。 

→【別添 P5 2.3 地盤条件と標準有効径 表 2-2(注 1)】 

②当初設計 

・改良範囲の土質が N 値 3 以下の粘性土のため、標準有効径φ3500 として設計した。 

③追加ボーリング調査後 

・改良範囲の土質に砂礫土が含まれることから、有効径の 90％のφ3150 に変更した。 

④変更設計 

・有効径φ3150 として設計変更後の資料を作成し、受注者が照査を行った結果、地盤改良時に施工

済となる仮設構台支持杭（H 形鋼）を考慮した改良円の配置になっていないため、未改良部分が

できるとの指摘を受けた。（当初設計から考慮されていない） 

⑤未改良部分の解消方法の検討 

・下記の案が考えられた。なお、改良円の配置・配列については、順序良く均等にすることで改良

効果が得られるものであり、ランダムな配置および施工は行わない。 

⑴H 鋼杭を減らす、または杭の配置を変更する 

⑵φ3150 に加え、未改良部分に径を小さくした改良体を追加する 

⑶より確実に未改良部分の解消および止水効果を得るため、有効径を小さくする 

⑥検討結果 

⑴仮設構台の杭位置は、躯体の壁やゲート位置等を考慮し、かつ施工順序も踏まえて決定したも

のであり、本数を減らすことや配置を変更することは無理である。 

⑵机上では作成可能だが、実際に施工する場合、改良体に囲まれた中をさらに改良することは、

一部既改良部分を壊しながらの噴射施工となり、均一な改良および施工管理が難しい。 

⑶上記①②を考慮し、有効径を小さくし均等に配置することを検討した結果、φ2500 であれば課

題を解決できる。 

⑦採用有効径の決定 

・上記より、躯体を施工するにあたり、基礎の止水および強度確保が重要となることから、③の有

効径φ2500 を採用することとした。 
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2.3 地盤条件と標準有効径 

 
標準有効径は、対象地盤の土質により異なり、一般的には対象地盤の N 値を基に標準値を定

める場合が多い。地盤条件と標準有効径の範囲を以下に示す。 

 

表 2-2 地盤条件と標準有効径の範囲 

工 法 名 

標 

準 

有 

効 

径 

土質及び N 値 標準有効径（m） 

N1 ジェット 

工 法 

砂質土 粘性土 砂礫土 円形（直径）（注 2） 

N≦50 N≦3 

（注 1） 

2.0 2.3 2.5 2.8 3.0 3.3 3.5 

50＜N≦100 3＜N≦5 1.8 2.1 2.3 2.5 2.7 3.0 3.2 

100＜N≦150 5＜N≦7 1.6 1.9 2.0 2.3 2.4 2.7 2.8 

150＜N≦200 7＜N≦9 1.3 1.5 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 

（注１）砂礫土においては、原則として試験施工を行い有効径を確認する。設計段階での有効径は、

砂質土の 90％とする。 

（注２）単位噴射量および造成噴射時間を変えることにより、標準有効径を設定する。 

※上記以外の対象地盤における有効径は、現地地盤での事前試験施工により確認することとする。 

※粘着力が 50kN/m2 程度以上の場合は、所定の有効径が確保できない場合があるので、早期に有効

径を確認する。 

※粘着力が 50kN/m²程度以上の場合は、先行水切削（プレジェット）を併用し、その引上げ時間は

造成時の引上げ時間の半分とする。 

※30m を超える深度の施工については、表 2-2 の有効径の 90％とし少数第二位を繰り上げるものと

する。 

 

 

2.4 設計基準強度 

 
設計基準強度は使用硬化材と対象地盤の土質により異なる。目安は以下の通りである。 

 

表 2-3 設計基準強度 

硬化材名 タイプ 土質 
設計強度 qu 

（MN/m2） 

粘着力 c 

（MN/m2） 
その他 

Ｎ－Ｓ 標準タイプ 

砂質土 3.0 0.5～0.75 
付着力ｆ 

1/3ｃ（MN/m2） 

 

引張強度σt 

2/3ｃ（MN/m2） 

粘性土 1.0 0.3～0.5 

Ｎ－Ｃ 
高粘着力 

粘性土タイプ 

砂質土 3.0 0.5～0.75 

粘性土 1.0 0.3～0.5 

（注 1）特殊土の強度は、原則として事前配合試験にて確認するものとする。 

（注 2）砂礫土は砂質土に準ずる。 

（注 3）設計強度は 4 週強度を示すものである。 
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静渓ポンプ場基本設計業務のポイント 

（契約検査室 吉田まとめ） 

 

 

１．業務の概要、委託内容 

・２機場（静渓ポンプ場・大手ポンプ場）の基本設計として、平成 30 年 4 月に発注。 

・計画の前提は、「平成 30 年度 都市計画事業（事業変更申請）認可申請書」によるこ

ととしており、静渓ポンプ場は河川内に設置することが前提条件。（電気施設は陸上）

［報告書 P3］ 

・静渓ポンプ場で採用する土質柱状図は京都府のデータを使用することとしており、土

質調査は業務に含んでいない。詳細設計時に各ポンプ場で土質調査が必要な旨、コン

サルタントから報告あり。 

・大手ポンプ場については同年 9 月に発注した大手ポンプ場詳細設計行う土質調査の成

果を使用。［報告書 P43］ 

 

２．基本設計の結果 

・直接基礎のみでは問題ありの判定となったため、杭基礎を採用。［報告書 P74］ 

 →しかし詳細設計では直接基礎となっている。 

・杭基礎はプレボーリング杭工法を採用［報告書 P82］ 
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ボーリング箇所選定経過について 

 

①当初発注時の考え方 

  令和元年度静渓ポンプ場の詳細設計発注に際して、別添の「予定価格積算書 A-6 号仮設

費」に示すとおり、平坦足場（陸上）1 カ所、水上足場（河川内）1 カ所としており、河川

内でも 1 カ所実施することとしていた。 

  市としても、建設予定地直下においてボーリング調査を行うべきことは認識していた。 

 

 

 

②陸上部 2 カ所の調査となった経過について 

  ボーリング調査に際しては、調査箇所周辺に係留している船舶（4 隻程度と記憶）を移動

してもらう必要があった。 

  市自ら船舶所有者と交渉することが必要であったが、代替機能を提供することができず所

有者の了解を得ることが困難であったことから、陸上調査へ変更した。 

  もちろん直下での調査とすることが理想ではあるが、変更先の位置も河川の近傍であり、

また 2 カ所での調査には変わりなく地盤想定線を入れることも可能との判断から、変更も

やむなしとしたもの。 

 

※当該経過については、協議記録等の文書の存在が確認できないことから、当時の担当者か

ら聞き取りを行った結果です。 
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資料番号⑤は、18ページ４（５）と同じ 
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大手ポンプ場建設工事のポイント 

（契約検査室 吉田まとめ） 

 

設計変更の項目のうち、地盤に関するものの補足説明 

＜第１回変更理由書から＞ 

 

 ①変更項目２及び 8 仮設工の変位に伴う支保工材の追加等について 

（2 と 8 の二つに分かれているのは、補助財源と市一般財源に分けているため） 

  ➡ 施工区域の水を排除する締切を行うために河川内に打設した鋼矢板が施工中に変

位したため、いったん引き抜き、あらためて支保工、切梁を併用し、再度鋼矢板を

打設した。 

    変位した原因については、設計で想定していた水位より高水位となったことが主

要因ではないかと想定される。 

 

 ②変更項目３ 基礎工の鋼管杭工法の変更について 

  ➡ コンサルの当初設計と施工時における支持層や土質状況の考え方について不整合

はなかったが、周辺家屋への影響等を極力抑えるため施工方法の変更を行ったもの。 

    杭の規格や延長については変更していない。 

資料番号⑦-2 

m25083
下線

m25083
下線

m25083
下線



静渓ポンプ場 支持層変更の経過 

 

 

①支持地盤について 

・砂層・砂礫層は N 値が 30 程度以上あれば良質な支持層とみなしてよい(道路橋示方書より) 

②当初設計 

・詳細設計業務にて実施したボーリング調査 2 箇所(陸上)の結果より、Dg（洪積礫質土）層 TP-18.8m

を支持層として設計を行った。 

③受注者にボーリング調査を追加 

・ポンプ場設置箇所(河川内)でのボーリング調査が行われていない、障害物撤去の施工に必要等の理

由で、3 箇所(河川内)の追加調査を実施した。 

④追加調査の結果 

・追加調査では、当初設計の Dg 層の上部に Ag（沖積礫質土）層が確認できる結果となった。 

TP-17m 以深の砂礫層の比較 

項目 当初調査結果 17m～ 追加調査結果 17～22m 追加調査結果 22m～ 

調査場所 陸上 河川内 

色 暗灰～褐灰 暗褐灰 褐灰～茶褐 

密度 緩い～密な 中位 中位～密な 

含水 中～多い 中 低～中 

区分 Dg 洪積層 Ag 沖積層 Dg 洪積層 

N 値 33 22 30 

支持層判定 〇 × 〇 

想定支持層

位置 

TP-18.8m TP-31.2ｍ 

（Dg1 と Dg2 の境） 

判定根拠 N 値や土性状況から

明瞭に沖積層と洪積

層を区分できないた

め、すべて洪積層とし

た。 

Ag層の色調、礫の風化、

含水の状況を総合的に

判断し沖積層とした。N

値は支持層とはいえな

い。 

Dg 層を Dg1 と Dg2

に区分し Dg2 が支持

層に適。構造物規模に

より Dg1 も支持層と

してもよい。 

 

⑤近隣の土質調査との比較 

・当初と追加の調査で支持層判定に差異が生じたため、近隣の土質調査（本工事場所の上流、永代橋

架設時の土質調査）を参考に比較してみたところ、追加調査の結果と永代橋での結果が、推定地質

断面や支持層判定高さが類似していた。 

永代橋想定支持層位置 TP-29.8ｍ 

⑥採用土層 

・上記より、追加調査の土層判定がより信頼できるものと考えられることから、追加調査の結果を採

用することとした。 

 

資料番号⑧-1 

⑦Ag 層の扱いについて 

・沖積層の土層について、液状化が生じる可能性があるため、受注者により調査を行った。まず、液

状化判定の必要有無を調査した結果、判定の必要有となったため、さらに液状化判定を行った結果、

液状化の恐れありとなった。 

⑧支持層の決定 

・支持層位置が TP-31.2ｍで、Ag 層が液状化の恐れありとなったことから、基礎工(地盤改良)及び仮

設工(仮設構台支持杭)の再検討を NJS に委託し再計算を行った結果、Dg1 層を支持層として、その

上部を地盤改良し、仮設構台支持杭の先端を Dg1 層内に到達させることで、構造上問題ないとの結

果を得た。 

・よって支持層を TP-22.4ｍに決定した。 

 

 

添付図 推定地層断面図（詳細設計と受注者追加調査の断面を並べた図面） 



静渓ポンプ場 支持層変更の経過 

 

 

①支持地盤について 

・砂層・砂礫層は N 値が 30 程度以上あれば良質な支持層とみなしてよい(道路橋示方書より) 

②当初設計 

・詳細設計業務にて実施したボーリング調査 2 箇所(陸上)の結果より、Dg（洪積礫質土）層 TP-18.8m

を支持層として設計を行った。 

③受注者にボーリング調査を追加 

・ポンプ場設置箇所(河川内)でのボーリング調査が行われていない、障害物撤去の施工に必要等の理

由で、3 箇所(河川内)の追加調査を実施した。 

④追加調査の結果 

・追加調査では、当初設計の Dg 層の上部に Ag（沖積礫質土）層が確認できる結果となった。 

TP-17m 以深の砂礫層の比較 

項目 当初調査結果 17m～ 追加調査結果 17～22m 追加調査結果 22m～ 

調査場所 陸上 河川内 

色 暗灰～褐灰 暗褐灰 褐灰～茶褐 

密度 緩い～密な 中位 中位～密な 

含水 中～多い 中 低～中 

区分 Dg 洪積層 Ag 沖積層 Dg 洪積層 

N 値 33 22 30 

支持層判定 〇 × 〇 

想定支持層

位置 

TP-18.8m TP-31.2ｍ 

（Dg1 と Dg2 の境） 

判定根拠 N 値や土性状況から

明瞭に沖積層と洪積

層を区分できないた

め、すべて洪積層とし

た。 

Ag層の色調、礫の風化、

含水の状況を総合的に

判断し沖積層とした。N

値は支持層とはいえな

い。 

Dg 層を Dg1 と Dg2

に区分し Dg2 が支持

層に適。構造物規模に

より Dg1 も支持層と

してもよい。 

 

⑤近隣の土質調査との比較 

・当初と追加の調査で支持層判定に差異が生じたため、近隣の土質調査（本工事場所の上流、永代橋

架設時の土質調査）を参考に比較してみたところ、追加調査の結果と永代橋での結果が、推定地質

断面や支持層判定高さが類似していた。 

永代橋想定支持層位置 TP-29.8ｍ 

⑥採用土層 

・上記より、追加調査の土層判定がより信頼できるものと考えられることから、追加調査の結果を採

用することとした。 

 

資料番号⑧-1 

⑦Ag 層の扱いについて 

・沖積層の土層について、液状化が生じる可能性があるため、受注者により調査を行った。まず、液

状化判定の必要有無を調査した結果、判定の必要有となったため、さらに液状化判定を行った結果、

液状化の恐れありとなった。 

⑧支持層の決定 

・支持層位置が TP-31.2ｍで、Ag 層が液状化の恐れありとなったことから、基礎工(地盤改良)及び仮

設工(仮設構台支持杭)の再検討を NJS に委託し再計算を行った結果、Dg1 層を支持層として、その

上部を地盤改良し、仮設構台支持杭の先端を Dg1 層内に到達させることで、構造上問題ないとの結

果を得た。 

・よって支持層を TP-22.4ｍに決定した。 

 

 

添付図 推定地層断面図（詳細設計と受注者追加調査の断面を並べた図面） 
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Q． 

「当初の支持層が当てにならないというのは、調査の結果だけなのか、H 型鋼を打

ってみたのか」について 

 

 

 

Ａ． 

ＪＶが追加で実施した土質調査の結果により再設定された想定支持地盤を前提とし

て、障害物撤去用仮設構台の支持杭であるＨ型鋼を打設した。 

  再設定された想定支持地盤の位置において所定の支持力が発現しているか否かの確

認は、打設施工時に一定量の打ち込みに要する時間を管理することにより、支持地盤に

おいて必要支持力が確保されていることを確認した。 

資料番号⑧-4 



ᴥ ӦԌ◙ Ⱨ‮ 

 

͍ʽ ὄЪрФ ὓπχ  

 ṁ ὓπ⅜ ΰθ ל  

  ʾЩ˔зрϽ ₰Ϭ“ϩγʺ ϩϤτ 2 τẰ Υᵤ ϙσρỆ Ệ

ựπם☼ΰθЩ˔зрϽ ₰ὫᴮϬ⅜ ʻ 

 Ṝπ⅜ ΰθ ל  ˻ᴥ ӦԌ◙ Ⱨ‮  ˼ 

  ʾẰ χ ₰Д˔Ќπψ T.P. -17Ή ϤΤϣ Ag Υ ᾝΰοΜϥάρΥᶎ πΦ

ϥʻ 

τ∑ם  ήϦθЯДи  ˻ᴥ ӦԌ◙ Ⱨ‮  ˼ 

  ʾ τϜḩϩϣγ Ộ Ӧ P49 χЯДи τψʺAg χ ∕Υ ֳήϦοΣ

ϣγ Dg τ ΦḊϩμοΰϘμοΜϥʻ 

⇔ ὓ ˻ᴥ ӦԌ◙ Ⱨ‮  ˼ 

ʾ ⇔ ὓπЩ˔зрϽ ₰Ϭם☼ΰοΜϥΥʺṁ ὓχ ᴮϬ╥―τ Ag Ϭ Dg

ρ ΰοΰϘμθχπψσΜΤʻự χ ₰ὫᴮϬ╥ ΰοΜϦωʺ Υ

ϩμθχπψσΜΤʻ 

ʾDg ψׁ ᴟ χ ᵰρσϥΥʺAg ρ ΰοΜϦωʺׁ ᴟ Ϭ“Ξ

άρτσϥθϛʺ ὓχ Ϝ ϩμθχπψσΜΤʻ 

χ☼Ῥ ˻ᴥ∑ם  ӦԌ◙ Ⱨ‮  ˼ 

  ʾם∑χ☼Ῥψʺ χ ệϬ⅜ ΰ☼ῬήϦθʻ 

 

 

͎ʽם∑χ☼ῬΥ― ήϦοΜσΜ ⇔ ὓ 

Τϣיּ ᵠ ἺϬ 2.5mτ βϥ ӛΥήϦθΥʺ ὓχᾁ ᵬs ᵠ

ἺѰ3500 πxᴠ   χ◦ⱱ τϢϥֲs ᵠ ΥxπΦϥάρψ πΦθρ◘Ξʻ

Τϣ― ήϦοΜϦω ὓχ ϜΤϩμθχπψσΜΤʻ 

 

ᴥ ӦԌ◙ Ⱨ‮  
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